
◎　令和４年度の主な事業

①  第２期赤平市しごと・ひと・まち創生総合戦略事業

・人材育成・定住促進奨学金 ・ひとり親家庭家賃助成

・高校生以下医療費無料化 ・ひとり親家庭入学支度助成

・高校通学費等助成 ・公設学習塾事業

・民間賃貸住宅家賃助成 ・放課後子供教室の運営 ほか

② 普通建設事業

・店舗整備魅力向上事業（店舗新築・改築に対する助成）

・地域住宅建設事業（吉野第一団地二号棟建設ほか）

・道路新設改良事業（北文本通ほか）

・交流センターみらい施設整備事業（ＬＥＤ照明整備ほか）

・保育所空調設備整備事業

・幼稚園空調設備整備事業 ほか

令和４年度の決算について

　令和４年度各会計の決算について、令和５年９月に開かれた赤平市議会第３回定例会で認定さ
れました。
　令和４年度は、「第６次赤平市総合計画」の３年度目の予算として、「市民とともに歩むまち
づくり」、「市民にやさしいまちづくり」、「市民に誇れる魅力あふれるまちづくり」を基本方
向として、５つの基本目標に沿って、各種施策に取り組みました。
　一般会計の歳入決算額は、１１５億６，９５８万円で前年度に比べ１６億９，２８６万円減少
しました。主な歳入項目のうち、歳入の４４．３％を占める地方交付税（臨時財政対策債を含
む）は、普通交付税算定における過疎対策事業債償還費の増加などにより３，００１万円増加
し、５１億２，５４７万円となりました。市債（臨時財政対策債を除く）は、統合小学校建設事
業の完了などにより１５億６，８８０万円減少し４億９，４２０万円、寄附金は、ふるさと納税
の増加などにより４億８，３５１万円増加し１３億９，５４２万円となりました。
　歳出決算額は、１１１億２，５１５万円で前年度に比べ１５億７，４４１万円減少しました。
主な歳出項目のうち公債費は、統合中学校建設時に借り入れた地方債の元金償還の開始などによ
り１億５，９５５万円増加し１２億１，６７７万円となり、積立金は、あかびらガンバレ応援基
金積立金の増加などにより１億８，６２５万円増加し７億４，３４０万円、普通建設事業費は、
統合小学校建設事業の完了などにより２２億４５４万円減少し８億１，７２５万円となりまし
た。
　水道事業会計では、建設改良事業として、１号主配送水ポンプ取替工事、茂尻元町北配水管布
設替工事、新光仲通配水管布設替工事、やすらい通配水管布設替工事、茂尻元町南３丁目通配水
管布設替工事、文京赤間通配水管布設替工事等を行いました。給水収益が、人口減などにより７
８１万円の減少となり、営業収益は８８３万円の減少となりました。営業費用は、電気料金の高
騰などにより１，４９８万円の増加となりました。
　病院事業会計では、医業収益のうち入院収益は、一般病床、療養病床ともに患者数が減少し、
全体で２，６９３人の減少となり、６，０２６万円の減少、外来収益は、新型コロナウイルスワ
クチン接種者も含めた外来患者数が８，４９８人の減少となりましたが、発熱者外来の診療収入
の増加などにより１，３８９万円の増加となりました。医業外収益は、新型コロナウイルス感染
症重点医療機関の指定を受けたことによる病床確保補助金の増額などにより３，２６８万円の増
加となりました。医業費用は、給与費や光熱水費の増加などにより、全体で７，３３５万円の増
加となりました。医業外費用は、企業債利息の減少により６３万円の減少となりました。
令和４年度から公営企業会計に移行した下水道事業会計では、使用料等の営業収益は２億１，８
９９万円、他会計補助金等の営業外収益は３憶９，２９３万円となりました。管渠費等の営業費
用は３憶３，８９４万円、支払利息等の営業外費用は３，１７３万円、過年度損益修正損等の特
別損失は８，７３２万円となりました。



令和４年度　決算総括表（各会計の決算状況）

歳 入 歳 出 差 引 額

Ａ Ｂ Ａ－Ｂ

１１８億１，１５６万円 １１５億６，９５８万円 １１１億２，５１５万円 ４億４，４４４万円 １２３億６，９９８万円

１５億５，７２３万円 １３億７，５１９万円 １３億３，５９９万円 ３，９２０万円 -

２億４，４３２万円 ２億３，３５５万円 ２億２，９２１万円 　　４３５万円 -

２，７０７万円 ２，７０６万円 ２，７０６万円 　　　　０万円 ３，７４１万円

　　７４４万円 　　８１１万円 　　７０７万円 　　１０４万円 -

１５億５，７１９万円 １５億５，６３７万円 １４億４，７２２万円 １億　　９１５万円 -

３３億９，３２５万円 ３２億　　　２９万円 ３０億４，６５５万円 １億５，３７５万円 ３，７４１万円

１５２億　　４８０万円 １４７億６，９８７万円 １４１億７，１６９万円 ５億９，８１８万円 １２４億　　７３９万円

（注）計数は、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しない場合があります。
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令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度

決 算 額 決 算 額

市 税 ８億２，１８４万円 ７．１％ ８億１，８５８万円 ６．２％

地 方 譲 与 税 ６，４８４万円 ０．６％ ６，４２５万円 ０．５％

利 子 割 交 付 金 　　　３２万円 ０．０％ 　　　５０万円 ０．０％

配 当 割 交 付 金 　　２３１万円 ０．０％ 　　２５８万円 ０．０％

法 人 事 業 税 交 付 金 １，６７２万円 ０．２％ １，０７３万円 ０．１％

地 方 消 費 税 交 付 金 ２億６，５９６万円 ２．３％ ２億７，３０２万円 ２．１％

環 境 性 能 割 交 付 金 　　５３８万円 ０．０％ 　　４２１万円 ０．０％

地 方 特 例 交 付 金 　　２６３万円 ０．０％ １，７７８万円 ０．１％

地 方 交 付 税 ５０億８，０００万円 ４３．９％ ４９億７，０４０万円 ３７．５％

分 担 金 及 び 負 担 金 ２，６１０万円 ０．２％ ２，３５８万円 ０．２％

使 用 料 及 び 手 数 料 ３億４，２３１万円 ３．０％ ３億５，６５７万円 ２．７％

国 庫 支 出 金 １６億２，３２４万円 １４．０％ ２３億４，９２１万円 １７．７％

道 支 出 金 ３億９，０３６万円 ３．４％ ３億７，１２５万円 ２．８％

財 産 収 入 ２，５０５万円 ０．２％ ３，９３７万円 ０．３％

寄 附 金 １３億９，５４２万円 １２．１％ ９億１，１９１万円 ６．９％

繰 入 金 ６億１，７０２万円 ５．３％ ５億　　６１４万円 ３．８％

繰 越 金 ２億６，２８８万円 ２．３％ ２億４，３１９万円 １．８％

諸 収 入 ８，４９５万円 ０．７％ １億　　７２７万円 ０．８％

市 債 ５億３，９６７万円 ４．７％ ２１億８，８０６万円 １６．５％

（注）計数は、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しない場合があります。

　　　なお、単位未満についても「0」と表示しています。

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 　　１８６万円 ０．０％ 　　３１４万円 ０．０％

　　　７３万円 ０．０％ 　　　７０万円

１１５億６，９５８万円 １３２億６，２４４万円

一般会計決算の内訳（歳入）

区 分 構 成 比 構 成 比

歳 入 合 計 １００．０％

０．０％

１００．０％



令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度

決 算 額 決 算 額

議 会 費 ６，１６９万円 ０．６％ ６，１１２万円 ０．５％

総 務 費 １７億２，３６２万円 １５．５％ １２億８，９１６万円 １０．１％

民 生 費 １９億３，０６２万円 １７．４％ １９億９，６９０万円 １５．７％

衛 生 費 ４億７，７７４万円 ４．３％ ４億９，１６６万円 ３．９％

労 働 費 　　３６３万円 ０．０％ 　　３６３万円 ０．０％

農 林 水 産 業 費 １億１，７５５万円 １．１％ ９，９５４万円 ０．８％

商 工 費 ３億４，６１４万円 ３．１％ ３億２，０６８万円 ２．５％

土 木 費 １２億４，５１８万円 １１．２％ １０億８，７０７万円 ８．６％

消 防 費 ３億６，８９８万円 ３．３％ ３億９，０２０万円 ３．１％

教 育 費 ４億８，２７０万円 ４．３％ ２７億８，０８０万円 ２１．９％

公 債 費 １２億１，６７７万円 １０．９％ １０億５，７２２万円 ８．３％

諸 支 出 金 １８億６，２４１万円 １６．７％ １８億１，１０７万円 １４．３％

職 員 給 与 費 １２億８，８１３万円 １１．６％ １３億１，０５１万円 １０．３％

歳 出 合 計 １１１億２，５１５万円 １００．０％ １２６億９，９５６万円 １００．０％

（注）計数は、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しない場合があります。
　　　なお、「0」については単位未満です。

令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度

決 算 額 決 算 額

人 件 費 １３億６，７１５万円 １２．３％ １３億８，６７３万円 １０．９％

物 件 費 １３億３，０９０万円 １２．０％ １２億４，３８２万円 ９．８％

補 助 費 等 ２４億７，８０７万円 ２２．３％ ２０億３，２４３万円 １６．０％

扶 助 費 １５億９，５２５万円 １４．３％ １６億５，４３１万円 １３．０％

投 資 的 経 費 ８億１，７２５万円 ７．４％ ３０億２，１７９万円 ２３．８％

維 持 補 修 費 ４億７，１８０万円 ４．２％ ３億７，６６３万円 ３．０％

公 債 費 １２億１，６７７万円 １０．９％ １０億５，７２２万円 ８．３％

積 立 金 ７億４，３４０万円 ６．７％ ５億５，７１５万円 ４．４％

投 資 及 び 出 資 金 ３億６，４１６万円 ３．３％ ３億６，５８６万円 ２．９％

貸 付 金 ２，４６６万円 ０．２％ ２，２７４万円 ０．２％

繰 出 金 ７億１，５７４万円 ６．４％ ９億８，０８８万円 ７．７％

歳 出 合 計 １１１億２，５１５万円 １００．０％ １２６億９，９５６万円 １００．０％

（注）計数は、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しない場合があります。
　　　なお、単位未満についても「0」と表示しています。

一般会計決算の内訳　（性質別歳出）

区 分 構 成 比 構 成 比

一般会計決算の内訳　（目的別歳出）

区 分 構 成 比 構 成 比



企業会計決算の内訳
◎ 水道事業会計

①

②

③

◎ 病院事業会計

①

②

③

④

延 人 （ 人 ）

延 人 （ 人 ）

◎ 下水道事業会計

①

②

③

（注）計数は、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しない場合があります。

企 業 債 残 高 ２５億２，７６１万円

剰 余 金 １億５，３９３万円

計 ７２億３，８８７万円 計 ７２億３，８８７万円

（ 資 本 の 部 ）

資 本 金 １億４，２１３万円

流 動 資 産 １億５，６８３万円 流 動 負 債 ２億９，４１９万円

繰 延 収 益 ４３億２，３７０万円

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

固 定 資 産 ７０億８，２０５万円 固 定 負 債 ２３億２，４９２万円

当年度純利益 １億５，３９３万円

貸 借 対 照 表

金 額 金 額

計 ４億５，８００万円 計 ６億１，１９２万円

営 業 外 費 用 ３，１７３万円 営 業 外 収 益 ３億９，２９３万円

特 別 損 失 ８，７３２万円 特 別 利 益 　　　　０万円

損 益 計 算 書

金 額 金 額

営 業 費 用 ３億３，８９４万円 営 業 収 益 ２億１，８９９万円

損 益 計 算 書

金 額 金 額

営 業 費 用 ２億９，２７０万円 営 業 収 益 ２億３，５６１万円

営 業 外 費 用 １，８０７万円 営 業 外 収 益 ６，０７９万円

特 別 損 失 　　５２２万円 特 別 利 益 ２，４９４万円

計 ３億１，６００万円 計 ３億２，１３３万円

当年度純利益 　　５３４万円

貸 借 対 照 表

金 額 金 額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

固 定 資 産 ２６億４，８０７万円 固 定 負 債 １１億２，９２６万円

流 動 資 産 ６億４，０３４万円 流 動 負 債 １億１，７３７万円

繰 延 収 益 ６億２，０９９万円

（ 資 本 の 部 ）

資 本 金 ４億２，５５０万円

剰 余 金 ９億９，５２９万円

計 ３２億８，８４１万円 計 ３２億８，８４１万円

損 益 計 算 書

金 額 金 額

医 業 費 用 ２２億　　１６７万円 医 業 収 益 １８億６，２２４万円

医 業 外 費 用 ８，３９６万円 医 業 外 収 益 ５億７，５７０万円

特 別 損 失 ７，１１２万円 特 別 利 益 １，２８７万円

計 ２３億５，６７５万円 計 ２４億５，０８２万円

当年度純利益 ９，４０７万円

貸 借 対 照 表

金 額 金 額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

固 定 資 産 ４６億６，８７９万円 固 定 負 債 ２７億６，９２２万円

流 動 資 産 １８億８，０５８万円 流 動 負 債 ６億　　　１６万円

繰 延 収 益 １７億２，０１４万円

（ 資 本 の 部 ）

資 本 金 ２１億　　１７０万円

剰 余 金 △６億４，１８４万円

計 ６５億４，９３８万円 計 ６５億４，９３８万円

1 日 平 均 ２６２

・入院 ３万２，７４７ 1 日 平 均 ９０

企 業 債 残 高 １１億７，１４６万円

企 業 債 残 高 １７億２，６９３万円

患 者 数

・外来 ６万３，７２０



　平成２６年４月１日より消費税率（国・地方）が５％から８％へ、令和元年１０月１日より８％から１０％

へ引き上げられたことに伴い、地方消費税交付金の増収分については、その使途を明確化し、社会保障施策に

要する経費に充てるものとされています。

　令和３年度赤平市一般会計決算における社会保障施策経費への充当事業については、下記のとおりです。

【歳入】地方消費税交付金（社会保障財源化分）

【歳出】地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる社会保障施策に要する経費

612,580

※　地方消費税交付金（社会保障財源分）は、各事業に要する一般財源の比率に応じて按分して充当している。

65,817 282,741

合計 1,937,177 850,650 276,026 23,300 32,024 142,597

小計 460,252 20,664 91,030 0 0

0

68,3500

0

0

142,597千円

0

0 6,201 26,641

社会保険

国民健康保険
130,858 8,634 37,964

79,518 46,676
特別会計(繰出金)

特別会計(繰出金)

後期高齢者医療

17,731

特別会計(繰出金)

介護保険
249,876 12,030 6,390

0 15,910

43,705 187,751

13 55

小計 85,345 56,631 575 3,900 2,381 4,127

母子保健事業 1,478 0 0 0 1,410

予防対策事業 63,963 56,631 0 600 154 1,242 5,336

9,336

救急医療対策事業 7,003 0 0 3,300 0 699 3,004

312,108

保健衛生

健康増進事業 12,901 0 575 0 817 2,173

22,119 95,019

小計 1,391,580 773,355 184,421 19,400 29,643 72,653

10,700 9,670

生活保護扶助事業 513,326 381,301 10,741 0 4,146

14,217 61,077

117,467

高齢者福祉事業 73,013 0 968 8,700 15,827 8,973

社会福祉

障害者福祉事業 580,274 292,474 142,989 0

児童福祉事業 224,967 99,580 29,723

道支出金 地方債 その他
引上げ分の
地方消費税
交付金

その他

38,545

0 27,344

地方消費税交付金(社会保障財源化分)が充てられる社会保障施策に要する経費

1,937,177千円

（単位：千円）

財源内訳

事　業　名
令和４年度 特定財源 一般財源

決算額
国庫支出金


